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議 案 第３ ９ 号

訴 え の 提 起 に つ いて

次 のと お り 訴 え を 提 起 す る 。

  令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日 提 出

柏 市 長   太 田 和 美

提 案 理 由

 介 護給 付 費 の 不 当 利 得 返 還 金 等 の 請 求 に係 る 訴 え を 提 起 した い の

で 提 案す る 。  
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１  訴え の 相 手 方  

 (1) 柏 市 南 高 柳 ９ 番 地２ ６  

   一 般 社 団 法 人 と ねの ね  

    代 表 理 事   大  矢    敦  

 (2) 柏 市 在 住  Ａ  

 (3) 柏 市 在 住  Ｂ  

 (4) 船 橋 市 在 住  Ｃ  

２  訴え の 内 容  

 (1) 相 手 方 ら は ， 本 市に 対 し ， 連 帯 し て ３ １ ， ５ ７ ５ ， ３９ ７ 円

及 び これ に 対 す る 令 和 ８年 ２ 月 １ ７ 日 か ら支 払 済 ま で 年 ３ パ ー

セ ン トの 割 合 に よ る 金 員 を 支 払 え 。  

 (2) 訴 訟 費 用 は ， 相 手方 ら の 負 担 と す る。  

 と の判 決 及 び 第 １ 号 に つ い て 仮 執 行 の 宣言 を 求 め る 。  

３  授権 事 項  

  市長 は ， 訴 え を 提 起す る 前 に 前 項 第 １号 の 趣 旨 が 一 部 実現 さ れ

る 場 合 に は ， 必 要 に 応 じ て ， そ の 範 囲 内 にお い て 同 号 の 額 を減 額

す る こ と が で き る 。  
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議 案 第３ ９ 号 資 料  

   訴 え の 提 起 関 係  

 

１  訴え の 概 要 及 び 理 由  

 (1) 一 般 社 団 法 人 か しの わ （ 以 下 「 旧 法人 」 と い う 。 ） の 役 員 ら

（ 相 手方 の う ち ， Ａ ， Ｂ及 び Ｃ を い う 。 以 下 同 じ 。 ） が ， 旧法

人 が 受領 し た 介 護 給 付 費 に 係 る 不 当 利 得 返還 金 及 び そ の 支 払に

係 る 遅延 損 害 金 （ 以 下 「 介 護 給 付 費 等 」 とい う 。 ） の 支 払 債務

（ 以 下「 本 件 債 務 」 と い う 。 ） を 免 れ る 目的 で ， 一 般 社 団 法人

と ね のね （ 以 下 「 新 法 人 」 と い う 。 ） を 設立 し ， 旧 法 人 の 障害

福 祉 サー ビ ス 事 業 等 を 実 質 的 に 承 継 さ せ ，実 態 の な い 旧 法 人 に

本 件 債務 の み を 残 す こ と で ， 本 市 が 行 う 介護 給 付 費 等 に 係 る 債

権 の 回収 （ 以 下 「 本 件 債 権 の 回 収 」 と い う。 ） に 損 害 を 生 じさ

せ た 。  

(2) その た め ， 本 市 は ， 新 法 人 に 対 し 本 件債 務 の 支 払 を ， 役員 ら

に 対 し本 件 債 権 の 回 収 に係 る 損 害 賠 償 の 支払 を ， 併 せ て 求 める

訴 え を提 起 す る も の  

２  事件 の 概 要  

 (1) 旧 法 人 は ， 市 内 にお い て 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 を 提 供 する 事 業

所 を 運営 し て い た と こ ろ ， 令 和 ２ 年 ４ 月 から 令 和 ５ 年 ２ 月 まで

の 間 （令 和 ３ 年 １ ２ 月 及 び 令 和 ４ 年 1 月 を 除く 。 ） ， 国 の基 準

に 定 めら れ た 看 護 職 員 の配 置 を し な い ま ま指 定 生 活 介 護 を 利用

者 に 提供 し た に も か か わら ず ， 本 市 が 介 護給 付 費 の 審 査 及 び支

払 を 委託 し て い る 国 民 健 康 保 険 団 体 連 合 会か ら ， 国 の 基 準 に定

め ら れた 看 護 職 員 の 配 置 を し て 指 定 生 活 介護 を 提 供 し た も のと

し て 算定 さ れ た 介 護 給 付 費 を 受 領 し た 。  

 (2) 本 市 は ， 旧 法 人 に対 し ， （ １ ） の 介護 給 付 費 の 返 還 を求 め る

訴 え を提 起 し ， 令 和 ７ 年１ ２ 月 ２ ３ 日 に 千葉 地 方 裁 判 所 か ら，

令 和 ８年 ６ 月 １ ７ 日 に 東京 高 等 裁 判 所 か ら， い ず れ も 旧 法 人 に

本 件 債務 の 支 払 義 務 が あ る こ と を 認 め る 判決 の 言 渡 し を 受 けた 。  

 (3) 旧 法 人 は ， （ ２ ）の 千 葉 地 方 裁 判 所 に よ る 判 決 の 言 渡し 日 と

同 日 に本 市 に 対 し ， 旧 法人 の 清 算 予 定 を 理由 と し て 障 害 福 祉サ

ー ビ ス事 業 等 を 廃 止 す る旨 の 届 出 を 行 っ た。  
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 (4) 新 法 人 は ， 令 和 ７年 １ １ 月 １ ７ 日 に 設 立 さ れ ， 令 和 ８年 １ 月

１ ４ 日， 旧 法 人 が （ ３ ）の 届 出 に よ り 廃 止 し た 障 害 福 祉 サ ービ

ス 事 業等 と 同 一 の 内 容 の障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 等 に つ い て ，本

市 に 対し ， 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 等 を 行 う者 と し て の 指 定 の申

請 を 行っ た 。 旧 法 人 の 役 員 ら 及 び 従 業 員 が 新 法 人 の 役 員 又 は従

業 員 とな っ た 上 で ， 新 法人 は ， 旧 法 人 が 障害 福 祉 サ ー ビ ス 事業

等 を 行っ て い た 同 一 の 場所 に お い て ， 旧 法人 か ら 移 行 し た 利用

者 に 対し ， 旧 法 人 の 備 品 等 を 使 用 し ， 障 害福 祉 サ ー ビ ス 事 業 等

を 継 続し て 行 っ て い る 。  

 (5) （ ３ ） 及 び （ ４ ）の と お り 旧 法 人 には 実 態 が な く ， 今後 介 護

給 付 費を 受 領 す る こ と もな い こ と か ら ， 本市 が ， 旧 法 人 に 対す

る 債 務名 義 を 取 得 し て も ， 旧 法 人 か ら 強 制的 に 本 件 債 権 の 回収

を す るこ と は 不 可 能 で ある 。  

 (6) し か し ， （ ３ ） 及び （ ４ ） の 一 連 の動 き は ， 形 式 的 に 新 法 人

を 設 立し ， 旧 法 人 が 行 っ て い た 障 害 福 祉 サー ビ ス 事 業 等 を 承継

さ せ ，旧 法 人 に は 本 件 債務 の み を 残 す こ とで ， そ の 免 脱 を 企図

し た もの で あ る こ と か ら， 新 法 人 に は 法 人格 否 認 の 法 理 が 適用

さ れ ，民 法 第 １ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 信 義 則上 新 法 人 は ， 旧 法人

と 連 帯し て 本 件 債 務 の 支 払 義 務 を 負 う 。  

 (7) ま た ， （ ３ ） か ら （ ５ ） ま で の 状 況を 生 じ さ せ た 旧 法人 の 役

員 ら は， 本 市 に 対 し ， 一 般 社 団 法 人 及 び 一般 財 団 法 人 に 関 する

法 律 第１ １ ７ 条 第 １ 項 及 び 民 法 第 ７ １ ９ 条の 規 定 に よ り ， 連帯

し て ，本 件 債 権 の 回 収 を 妨 げ ら れ た こ と によ り 本 市 に 生 じ た損

害 を 賠償 す る 責 任 を 負 う 。  
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